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令和元年度三沢市公営企業会計決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき審査に付された、

令和元年度三沢市水道事業会計及び三沢市立三沢病院事業会計

の決算について審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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第１ 審 査 の 対 象 

令和元年度 三沢市水道事業会計 

 

 

第２ 審 査 の 期 間 

令和２年６月１日から令和２年７月３１日まで 

 

 

第３ 審 査 の 方 法 

令和元年度三沢市水道事業会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき 

１． 決算書類及び決算附属書類が関係法令等に基づいて作成されているか。 

２． 決算書類の計数は正確であるか。 

３． 事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。 

４． 事業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営しているか。 

等に重点をおき、関係者の説明を聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考にして

審査を実施した。 

 

 

第４ 審査の結果及び意見 

審査の結果、決算書類及び決算附属書類は関係法令等に基づいて作成され、その計数は正確

であり、当年度の事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた｡ 

当年度の水道事業の営業及び営業外の収支を合わせた経常収支は１０７，５５９，０１８円の利益

となっている。ちなみに経常利益は前年度に比較して３４，２６６，８３３円増加している｡ 

また、特別利益は７，２１６，８４１円で、特別損失は１１９，１３９円である。 

当年度における総収支は事業収益７７６，０６３，４４１円、事業費用６６１，４０６，７２１円で差し引

き１１４，６５６，７２０円の純利益を生じている。 
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これに、その他未処分利益剰余金変動額９３，３８７，３９６円を加えた当年度未処分利

益剰余金は２０８，０４４，１１６円となり、これに当年度末減債積立金５８，１７１，８６５円を加えた

当年度末利益剰余金は２６６，２１５，９８１円である。 

なお、当年度未処分利益剰余金２０８，０４４，１１６円は、剰余金処分計算書による 

と１１４，６５６，７２０円を減債積立金の積み立てとし、９３，３８７，３９６円を使用した積立金の資

本金に組入れ、繰越利益剰余金は０円とした。 

 

水道事業においては、昨年１０月の消費税改定に合わせて料金改定を実施したところであり、

当年度はその影響もあって利益率も上がり、事業収益も順調に確保したところである。 

当然、資金不足も生じておらず、経営面においてはおおむね良好であると判断する。 

しかしながら、今後の人口減少や節水機器の普及などによる水需要の減少は予測されてい

るところであり、老朽施設も多く抱えていることから、災害への対応も考慮しながら更新について

も取り組んでいく必要があり、経営健全化を保持していくことは簡単なことではない。 

策定済みの「三沢市水道事業経営戦略」では問題点として掲げられているこれら懸念材料

に対し、計画的な施設改修による設備のスリム化や合理化対策を着実に実行し、徹底した事

務作業の効率化を進め、安全で良質な水道水の安定供給が継続される経営に努めていただ

きたい。  
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第５ 審 査 の 内 容 

 

１ 事 業 の 概 況 

 

（１）施設の状況 

当施設の年間配水量は４，７３７，８６２立方メートルで、一日最大配水量は１５，４５６立方

メートルである。また、一日平均配水量は１２，９４４立方メートル、一人一日最大給水量は 

３９６リットルで、一人一日平均給水量は３３２リットルである。 

 

 

（２）職員の状況 

当年度末における職員数は１４人で、前年度と同じである。 

 

 

（３）給水量及び供給料金等の状況 

(ア) 当年度末の有収水量(料金対象使用水量)は３，８７５，５７１立方メートルである。 

また、有収率は８１．８％で、前年度と同じである。 

 

（イ） 当年度末の給水件数は１９，２５４件で、前年度より３１８件増加している。 

また、給水人口は３９，０４５人で、前年度より５３８人減少している。 

   

（ウ） 当年度末の供給単価は１５６円７銭で、給水原価１３７円９５銭を１８円１２銭上回っている。 

また、供給単価は前年度より１０円２７銭上回り、給水原価は前年度より１円３３銭上回って 

いる。 

 



一 件 当 た り
平 均 給 水 量

一 件 当 た り
平 均 水 道 料 金

供 給 単 価
イ

給 水 原 価
ロ

差 引
（イ－ロ）

事 業 実 績 対 前 年 度 比 較 調

増減率（％）
増　　　減

A－Ｂ

▲ 538

28,787

4,737,569

6.01 8.94

令和元年度
Ａ

1.0139.31 1.33

145.32 10.27

29,708.60

0.0

7.0

7.8

平成30年度
Ｂ

平成29年度
Ｃ

区 分

給 水 件 数

給 水 人 口

年 間 配 水 量

有 収 水 量

有 収 率

給 水 料 金

97.4

1.7

▲ 1.4

0.7

0.7

―

▲ 0.9

6.1

（円）

（円）

（円）

(㎥)

（％）

1,796.71

563,869,170 44,012,399

204.4

（円）

（円）

318（件） 18,980

（人） 39,747

35,192

▲ 1.8

(㎥)

3,880,069

81.9

(㎥) 201.3

31,414.81

18.12

19,254

39,045

4,737,862

3,875,571

81.8

604,860,727

145.80

136.62

9.18

18,936

39,583

4,702,670

3,846,784

81.8

560,848,328

203.1

29,618.10

156.07

137.95

-4-
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（４）建設改良の状況 

当年度における建設改良費は、総額１，０４９，７０１，１３６円で、内訳は、（仮称）南部配

水場築造工事に伴う場外配管布設工事等の施設整備事業費８４０，０９６，３２４円、市道７０

号線配水管布設替工事等の配水施設改良費２０７，２５８，３７２円、量水器購入等の営業設

備費２，３４６，４４０円である。 

 

 

２ 決 算 の 状 況 

（１）収益的収入及び支出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）消費税及び地方消費税込み 

予算額
Ａ

元年度決算額
Ｂ

30年度決算額
Ｃ

増 減 額
Ｂ－Ｃ

増減率

予算額に
対する決
算額比率

円 円 円 円 ％ 　Ｂ/Ａ

809,570,000 843,272,430 774,759,276 68,513,154 8.8 104.2

営 業 収 益 647,218,000 678,834,740 625,652,828 53,181,912 8.5 104.9

営 業 外 収益 155,126,000 157,220,838 143,161,282 14,059,556 9.8 101.4

特 別 利 益 7,226,000 7,216,852 5,945,166 1,271,686 21.4 99.9

712,024,000 682,891,349 671,338,870 11,552,479 1.7 95.9

営 業 費 用 672,195,000 645,712,160 629,053,070 16,659,090 2.6 96.1

営 業 外 費用 39,359,000 37,060,050 42,146,777 ▲ 5,086,727 ▲ 12.1 94.2

特 別 損 失 470,000 119,139 139,023 ▲ 19,884 ▲ 14.3 25.3

97,546,000 160,381,081 103,420,406 56,960,675 55.1 ―

区　　　分

　事業収益

　事業費用

差　　　　引

％
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当年度の水道事業収益は８４３，２７２，４３０円で、予算額８０９，５７０，０００円に対して 

３３，７０２，４３０円の収入増となり、収入率は１０４．２％となっている。 

この収入増は予算額に比べ、特別利益で９，１４８円の減となったが、営業収益で３１，６１６，７４０円、

営業外収益で２，０９４，８３８円の増となったことによるものである。 

水道事業収益の内訳は、営業収益６７８，８３４，７４０円、営業外収益１５７，２２０，８３８円、特別

利益７，２１６，８５２円となっている。また、水道事業収益は前年度に比較して６８，５１３，１５４円 

（８．８％）増加している。 

この増加は、営業収益で５３，１８１，９１２円、営業外収益で１４，０５９，５５６円、特別利益で 

１，２７１，６８６円の増となったことによるものである。 

一方、当年度の水道事業費用は６８２，８９１，３４９円で、予算額７１２，０２４，０００円に対して 

２９，１３２，６５１円の不用額となり、執行率は９５．９％となっている。 

この不用額は、営業費用で２６，４８２，８４０円、営業外費用で２，２９８，９５０円、特別損失で 

３５０，８６１円の支出減となったことによるものである。 

  水道事業費用の内訳は、営業費用６４５，７１２，１６０円、営業外費用３７，０６０，０５０円、特別損

失１１９，１３９円となっている。また、水道事業費用は前年度に比較して１１，５５２，４７９円（１．７％） 

増加している。 

この増加は、営業外費用で５，０８６，７２７円、特別損失で１９，８８４円の減となったが、営業

費用で１６，６５９，０９０円の増となったことによるものである。 

当年度の収益的収支は１６０，３８１，０８１円の純利益となっている。 
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（２） 資本的収入及び支出 

予算額
Ａ

元年度決算額
Ｂ

30年度決算額
Ｃ

増 減 額
Ｂ－Ｃ

増減率
予算額に
対する決
算額比率

円 円 円 円 ％ Ｂ/Ａ ％

823,056,000 810,661,099 483,552,624 327,108,475 67.6 98.5

企 業 債 365,500,000 353,900,000 184,700,000 169,200,000 91.6 96.8

補 助 金 457,456,000 456,345,000 267,727,000 188,618,000 70.5 99.8

負 担 金 100,000 416,099 31,125,624 ▲ 30,709,525 ▲ 98.7 416.1

1,235,975,522 1,143,088,532 718,311,584 424,776,948 59.1 92.5

建 設 改 良 費 1,142,587,522 1,049,701,136 635,475,998 414,225,138 65.2 91.9

企業債償還金 93,388,000 93,387,396 82,835,586 10,551,810 12.7 100.0

▲ 412,919,522 ▲ 332,427,433 ▲ 234,758,960 ▲ 97,668,473 41.6 －

区　　　分

　資本的収入

　資本的支出

差　　　　引
 

（注）消費税及び地方消費税込み 

 

 

当年度の資本的収入は８１０，６６１，０９９円で、予算額８２３，０５６，０００円に対して１２，３９４，９０１円

の収入減となり、収入率は９８．５％となっている。この収入減は、負担金で３１６，０９９円の増となっ

たが、企業債で１１，６００，０００円、補助金で１，１１１，０００円の減となったことによるものである。資

本的収入の内訳は、企業債３５３，９００，０００円、補助金４５６，３４５，０００円、負担金４１６，０９９円

となっている。 

また、当年度の資本的収入は前年度に比較して３２７，１０８，４７５円（６７．６％）増加している。 

この増加は、負担金で３０，７０９，５２５円の減となったが、企業債で１６９，２００，０００円、補助金で 

１８８，６１８，０００円の増となったことによるものである。 

一方、当年度の資本的支出は１，１４３，０８８，５３２円で、予算額１，２３５，９７５，５２２円に対して 

９２，８８６，９９０円の残額となり執行率は９２．５％で、このうち翌年度繰越額８２，６１０，１９８円を差し

引いた１０，２７６，７９２円が不用額となっている。この不用額は、建設改良費で１０，２７６，１８８円、 

企業債償還金で６０４円の支出減となったことによるものである。資本的支出の内訳は、建設改良費

１，０４９，７０１，１３６円、企業債償還金９３，３８７，３９６円となっている。 
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また、当年度の資本的支出は前年度に比較して４２４，７７６，９４８円（５９．１％）増加している。 

この増加は、建設改良費で４１４，２２５，１３８円、企業債償還金で１０，５５１，８１０円増加したこと

によるものである。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額３３２，４２７，４３３円は、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額４４，９３６，７５５円、減債積立金９３，３８７，３９６円及び損益勘定留

保資金１９４，１０３，２８２円で補てんしている。 

 

 

３ 経 営 の 実 績 

（１）損益計算書 

元年度決算額
　　　　Ａ   　   円

30年度決算額
　　　　Ｂ   　   円

増 減 額
　　　Ａ－Ｂ　 　円

増減率
           ％

776,063,441 727,495,880 48,567,561 6.7

営 業 収 益 624,037,374 580,135,746 43,901,628 7.6

営 業 外 収 益 144,809,226 141,417,001 3,392,225 2.4

特 別 利 益 7,216,841 5,943,133 1,273,708 21.4

661,406,721 648,399,585 13,007,136 2.0

営 業 費 用 623,767,044 609,874,699 13,892,345 2.3

営 業 外 費 用 37,520,538 38,385,863 ▲ 865,325 ▲ 2.3

特 別 損 失 119,139 139,023 ▲ 19,884 ▲ 14.3

営 業 収 支 270,330 ▲ 29,738,953 30,009,283 ▲ 100.9

経 常 収 支 107,559,018 73,292,185 34,266,833 46.8

総 収 支 114,656,720 79,096,295 35,560,425 45.0

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

0 0 0 ―

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

46,112,235 28.5

　事　業　収　益

　事　業　費　用

208,044,116 161,931,881

区　　　分

93,387,396 82,835,586 10,551,810 12.7

 
（注）消費税及び地方消費税抜き 
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    （ア) 営業収益は６２４，０３７，３７４円で、前年度に比較して４３，９０１，６２８円（７．６％)増加し

ている。この増加は、主として給水収益の増によるものである。 

 

（イ） 営業外収益は１４４，８０９，２２６円で、前年度に比較して３，３９２，２２５円(２．４％)増加し

ている。この増加は、主として長期前受金戻入の増によるものである。 

 

（ウ） 営業費用は６２３，７６７，０４４円で、前年度に比較して１３，８９２，３４５円（２．３％）増加し

ている。この増加は、主として減価償却費の増によるものである。 

 

（エ） 営業外費用は３７，５２０，５３８円で、前年度に比較して８６５，３２５円（２．３％）減少して

いる。この減少は、支払利息及び企業債取扱諸費が減となったことによるものである。 

 

（オ） 特別利益は７，２１６，８４１円で、前年度に比較して１，２７３，７０８円（２１．４％）増加して

いる。この増加は、退職給付引当金戻入が増となったことによるものである。 

 

   （カ） 特別損失は１１９，１３９円で、前年度に比較して１９，８８４円（１４．３％）減少している。

この減少は、過年度損益修正損が減となったことによるものである。 

 

（キ） 営業収益から営業費用を差し引いた営業収支は２７０，３３０円の利益となっており、前年

度に比較して３０，００９，２８３円（１００．９％）損失が減少している。 

 

    （ク） 営業収益及び営業外収益から営業費用及び営業外費用を差し引いた経常収支は    

１０７，５５９，０１８円の利益となっており、前年度に比較して３４，２６６，８３３円（４６．８％）増

加している。 

 

（ケ） 事業収益から事業費用を差し引いた総収支は１１４，６５６，７２０円の純利益となっており、

前年度に比較して３５，５６０，４２５円（４５．０％）増加している。 
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（２）剰余金計算書及び剰余金処分計算書 

 

（ア） 利益剰余金 

 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 は ２ ０ ８ ， ０ ４ ４ ， １ １ ６ 円 で 、 こ れ は 当 年 度 純 利 益 

   １１４，６５６，７２０円、減債積立金からの繰入れ９３，３８７，３９６円を加えたものである。 

 また、前年度未処分利益剰余金１６１，９３１，８８１円は、減債積立金へ積立として 

７９，０９６，２９５円、使用した積立金の資本金への組入れとして８２，８３５，５８６円を処分し、

繰越利益剰余金を０円としている。 

この当年度未処分利益剰余金２０８，０４４，１１６円に、減債積立金５８，１７１，８６５円を加

えた当年度末利益剰余金は２６６，２１５，９８１円となっている。 

   

 

（イ） 資本剰余金 

当年度末資本剰余金は２６７，８４４，１２１円で、前年度と同額となっている。 

 

（ウ） 剰余金処分 

当年度未処分利益剰余金２０８，０４４，１１６円は、剰余金処分計算書によると、減債積立  

金に１１４，６５６，７２０円積み立て、使用した積立金の資本金に９３，３８７，３９６円を組入れ

処分し、繰越利益剰余金は０円として処理されている。 
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４  財 政 状 況 

 

（１）貸借対照表 

当年度における資産合計及び負債資本合計は、それぞれ１１，０９５，９７２，２１４円で、前

年度に比較して４８８，５１３，１５８円（４．６％）増加している。 

 

（ア） 資  産 

当年度末における資産合計は、１１，０９５，９７２，２１４円で、前年度に比較して 

４８８，５１３，１５８円（４．６％）増加している。 

この増加は、主として流動資産のうち現金預金で４６４，００７，５１１円（５９．０％）、固定資

産のうち機械及び装置で５２，５９０，５７２円(４．５％)、建物で１３，２０５，２４４円（２．５％）の減

となったが、固定資産のうち建設仮勘定で８０８，８０８，４２０円(１７３．１％)、流動資産のうち

未収金で２２３，９５１，６７５円（１０８．４％）の増となったことによるものである。 

 

（イ） 負  債 

当 年 度 末 に お け る 負 債 合 計 は ７ ， １ ７ ３ ， ４ ９ ３ ， １ １ ４ 円 で 、 前 年 度 に 比 較 し て 

３７３，８５６，４３８円（５．５％）増加している。 

この増加は、主として流動負債の未払金で２１８，２０５，２９０円（７６．８％）、繰延 

収益の長期前受金収益化累計額で１１８，６９６，６６６円（３．１％）、固定負債の引当金で 

７，２１６，７０１円（１１．４％）の減となったが、繰延収益の長期前受金で４５５，０８６，５４５円 

（５．８％）、固定負債の企業債で２５６，０１３，３６２円（１１．５％）の増となったことによるもの 

である。 

 

（ウ） 資  本 

 当 年 度 末 に お け る 資 本 合 計 は ３ ， ９ ２ ２ ， ４ ７ ９ ， １ ０ ０ 円 で 、 前 年 度 に 比 較 し て 

１１４，６５６，７２０円（３．０％）増加している。  

この増加は、資本金で８２，８３５，５８６円（２．５％）、利益剰余金で３１，８２１，１３４円    

（１３．６％）の増となったことによるものである。 

 

（２）資金収支     

 当年度の受入資金総額２，５６４，５８５，６５６円に対し、支払資金２，２４１，５２３，８９４円で、 

資金残高は３２３，０６１，７６２円であり、普通預金として保管されている。 



５　経　営　分　析

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

負　　荷　　率 83.7％ 88.3％ 86.1％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

施 設 利 用 率 77.0％ 76.6％ 77.2％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

最 大 稼 働 率 91.9％ 86.8％ 89.6％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

有　　収　　率 81.8％ 81.8％ 81.9％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

供　給　単　価 １５６円０７銭 １４５円８０銭 １４５円３２銭

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

給　水　原　価 １３７円９５銭 １３６円６２銭 １３９円３１銭

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

職員１人当たり給水人口 ３，５５０人 ３，５９８人 ３，６１３人

　　  いる。

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

職員１人当たり営業収益 ５６，７３１千円 ５２，７４０千円 ５２，９６９千円

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

職員給与費対料金収入比率 13.4％ 13.6％ 13.1％

（ア） 負荷率は８３．７％で、前年度に比較して４．６ ポイント下回っている。

（イ） 施設利用率は ７７．０％で、前年度に比較して０．４ポイント上回っている。

（ウ） 最大稼働率は９１．９％で、前年度に比較して５．１ポイント上回っている。

（エ） 有収率は８１．８％で、前年度と同じである。

（ケ） 職員給与費対料金収入比率は１３．４％で、前年度に比較して０．２ポイント下回っている。

（オ） 供給単価は１５６円０７銭で、前年度に比較して１０円２７銭の増となっている。

（カ） 給水原価は１３７円９５銭で、前年度に比較して１円３３銭の増となっている。

（ク） 職員１人当たりの営業収益は５６，７３１千円で、前年度に比較して３，９９１千円の増となって

（キ） 職員１人当たりの給水人口は３，５５０人で、前年度に比較して４８人の減となっている。
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６　財　務　分　析

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

自己資本構成比率 75.1％ 74.4％ 75.8％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

流　動　比　率 365.3％ 239.0％ 359.2％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

総 収 支 比 率 117.3％ 112.2％ 111.4％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

営 業 収 支 比 率 99.9％ 95.0％ 87.9％

（ア） 自己資本構成比率は７５．１％で、前年度に比較して０．７ポイント上回っている。

（イ） 流動比率は３６５．３％で、前年度に比較して１２６．３ポイント上回っている。

（ウ） 総収支比率は１１７．３％で、前年度に比較して５．１ポイント上回っている。

（エ） 営業収支比率は９９．９％で、前年度に比較して４．９ポイント上回っている。
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別 表 （ 水 道 事 業 会 計 ） 

 

別 表 １  比較損益計算書 

別 表 ２  比較貸借対照表 

別 表 ３  経営分析表 

別 表 ４  財務分析表 

 

 



 



金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

624,037,374 80.4 580,135,746 79.8 582,653,872 74.4 43,901,628 ▲ 2,518,126

(1) 給 水 収 益 604,860,727 77.9 560,848,328 77.1 563,869,170 72.0 44,012,399 ▲ 3,020,842

(2) 受 託 工 事 収 益 6,056,282 0.8 5,722,223 0.8 5,722,223 0.7 334,059 0

(3) そ の 他 営 業 収 益 13,120,365 1.7 13,565,195 1.9 13,062,479 1.7 ▲ 444,830 502,716

144,809,226 18.7 141,417,001 19.4 179,573,822 23.0 3,392,225 ▲ 38,156,821

(1) 水 道 加 入 金 17,720,000 2.3 18,260,000 2.5 17,470,000 2.2 ▲ 540,000 790,000

(2) 雑 収 益 5,818,006 0.8 5,914,768 0.8 6,716,552 0.9 ▲ 96,762 ▲ 801,784

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 121,271,220 15.6 117,242,233 16.1 155,387,270 19.9 4,028,987 ▲ 38,145,037

7,216,841 0.9 5,943,133 0.8 19,960,167 2.6 1,273,708 ▲ 14,017,034

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 140 0.0 25,396 0.0 0 0.0 ▲ 25,256 25,396

(2) 退職給付引当金戻入 7,216,701 0.9 5,917,737 0.8 19,960,167 2.6 1,298,964 ▲ 14,042,430

776,063,441 100.0 727,495,880 100.0 782,187,861 100.0 48,567,561 ▲ 54,691,981

623,767,044 94.3 609,874,699 94.0 661,881,413 94.2 13,892,345 ▲ 52,006,714

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 131,752,041 19.9 126,017,445 19.4 126,873,610 18.0 5,734,596 ▲ 856,165

(2) 配 水 及 び 給 水 費 82,500,363 12.5 86,123,079 13.3 70,297,587 10.0 ▲ 3,622,716 15,825,492

(3) 受 託 工 事 費 5,383,300 0.8 5,459,760 0.8 5,460,149 0.8 ▲ 76,460 ▲ 389

(4) 業 務 費 78,117,966 11.8 74,560,575 11.5 64,748,255 9.2 3,557,391 9,812,320

(5) 総 係 費 47,889,674 7.3 45,761,264 7.1 67,090,618 9.6 2,128,410 ▲ 21,329,354

(6) 委 員 会 費 846,958 0.1 948,907 0.1 856,349 0.1 ▲ 101,949 92,558

(7) 減 価 償 却 費 274,071,341 41.4 269,650,492 41.6 325,429,692 46.3 4,420,849 ▲ 55,779,200

(8) 資 産 減 耗 費 3,205,401 0.5 1,353,177 0.2 1,125,153 0.2 1,852,224 228,024

37,520,538 5.7 38,385,863 6.0 39,507,179 5.7 ▲ 865,325 ▲ 1,121,316

(1)
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

37,057,546 5.6 37,944,518 5.9 39,162,551 5.6 ▲ 886,972 ▲ 1,218,033

(2) 雑 支 出 462,992 0.1 441,345 0.1 344,628 0.1 21,647 96,717

119,139 0.0 139,023 0.0 464,545 0.1 ▲ 19,884 ▲ 325,522

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 119,139 0.0 139,023 0.0 464,545 0.1 ▲ 19,884 ▲ 325,522

661,406,721 100.0 648,399,585 100.0 701,853,137 100.0 13,007,136 ▲ 53,453,552

270,330 － ▲ 29,738,953 － ▲ 79,227,541 － 30,009,283 49,488,588

107,559,018 － 73,292,185 － 60,839,102 － 34,266,833 12,453,083

114,656,720 － 79,096,295 － 80,334,724 － 35,560,425 ▲ 1,238,429

0 － 0 － 0 － 0 0

93,387,396 － 82,835,586 － 69,285,736 － 10,551,810 13,549,850

208,044,116 － 161,931,881 － 149,620,460 － 46,112,235 12,311,421

経 常 収 支

営　業　費　用

営 業 外 費 用

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

（ 事業費用計 ）

営 業 収 支

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

総 収 支

別　表　１

比　較　損　益　計　算　書

科　　  目
(A) - (B)

特　別　損　失

（ 事業収益計 ）

営　業　収　益

比　較　増　減平 成 30 年 度 平 成 29 年 度

(B) - (C)

営 業 外 収 益

特　別　利　益

令 和 元 年 度
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C） 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

10,329,425,456 93.1 9,600,754,807 90.6 9,257,268,806 91.9 728,670,649 343,486,001

(1) 有形固定 資産 10,328,311,456 93.1 9,599,640,807 90.6 9,256,154,806 91.9 728,670,649 343,486,001

土 地 404,383,022 3.7 404,383,022 3.8 404,383,022 4.0 0 0

建 物 513,187,414 4.6 526,392,658 5.0 539,597,902 5.4 ▲ 13,205,244 ▲ 13,205,244

構 築 物 6,988,057,520 63.0 6,999,418,976 66.0 6,987,520,904 69.4 ▲ 11,361,456 11,898,072

機械及び 装置 1,125,552,402 10.1 1,178,142,974 11.1 1,209,647,248 12.0 ▲ 52,590,572 ▲ 31,504,274

車両及び運搬具 5,518,706 0.1 7,336,952 0.1 10,731,051 0.1 ▲ 1,818,246 ▲ 3,394,099

工具器具及び備品 15,614,403 0.1 16,776,656 0.2 18,960,380 0.2 ▲ 1,162,253 ▲ 2,183,724

建 設 仮 勘 定 1,275,997,989 11.5 467,189,569 4.4 85,314,299 0.8 808,808,420 381,875,270

(2) 無形固定 資産 814,000 0.0 814,000 0.0 814,000 0.0 0 0

電 話 加 入 権 814,000 0.0 814,000 0.0 814,000 0.0 0 0

(3) 投 資 300,000 0.0 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0

出 資 金 300,000 0.0 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0

766,546,758 6.9 1,006,704,249 9.4 804,792,617 8.1 ▲ 240,157,491 201,911,632

(1) 現 金 預 金 323,061,762 2.9 787,069,273 7.4 725,153,536 7.2 ▲ 464,007,511 61,915,737

(2) 未 収 金 430,525,054 3.9 206,573,379 1.9 66,110,056 0.7 223,951,675 140,463,323

(3) 貸 倒 引 当 金 ▲ 1,991,962 ▲ 0.0 ▲ 2,154,517 ▲ 0.0 ▲ 2,228,281 ▲0.0 162,555 73,764

(4) 貯 蔵 品 14,951,904 0.1 15,216,114 0.1 15,757,306 0.2 ▲ 264,210 ▲ 541,192

11,095,972,214 100.0 10,607,459,056 100.0 10,062,061,423 100.0 488,513,158 545,397,633

固　定　資　産

流　動　資　産

資　産　合　計

別　表　２

科　　  目

比　較　貸　借　対　照　表

令 和 元 年 度 比　較　増　減

(B) - (C）(A) - (B)

平 成 29 年 度平 成 30 年 度
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

2,547,607,387 23.0 2,298,810,726 21.7 2,213,415,859 22.0 248,796,661 85,394,867

(1) 企 業 債 2,491,579,811 22.5 2,235,566,449 21.1 2,144,253,845 21.3 256,013,362 91,312,604

建設改良等企業債 2,491,579,811 22.5 2,235,566,449 21.1 2,144,253,845 21.3 256,013,362 91,312,604

(2) 引 当 金 56,027,576 0.5 63,244,277 0.6 69,162,014 0.7 ▲ 7,216,701 ▲ 5,917,737

退職給付引当金 56,027,576 0.5 63,244,277 0.6 69,162,014 0.7 ▲ 7,216,701 ▲ 5,917,737

209,831,026 1.9 421,161,128 4.0 224,075,048 2.2 ▲ 211,330,102 197,086,080

(1) 企 業 債 97,886,638 0.9 93,387,396 0.9 82,835,586 0.8 4,499,242 10,551,810

建設改良等企業債 97,886,638 0.9 93,387,396 0.9 82,835,586 0.8 4,499,242 10,551,810

(2) 未 払 金 66,041,288 0.6 284,246,578 2.7 96,015,807 0.9 ▲ 218,205,290 188,230,771

(3) 預 り 金 39,141,011 0.3 37,081,719 0.3 37,913,396 0.4 2,059,292 ▲ 831,677

(4) 前 受 金 14,640 0.0 16,240 0.0 12,660 0.0 ▲ 1,600 3,580

(5) 引 当 金 6,747,449 0.1 6,429,195 0.1 7,297,599 0.1 318,254 ▲ 868,404

賞 与 引 当 金 5,626,483 0.1 5,389,575 0.1 6,007,155 0.1 236,908 ▲ 617,580

法定福利費引当金 1,120,966 0.0 1,039,620 0.0 1,290,444 0.0 81,346 ▲ 250,824

繰　延　収　益 4,416,054,701 39.8 4,079,664,822 38.4 3,895,844,431 38.7 336,389,879 183,820,391

(1) 長 期 前 受 金 8,308,580,961 74.9 7,853,494,416 74.0 7,552,431,792 75.0 455,086,545 301,062,624

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

7,173,493,114 64.7 6,799,636,676 64.1 6,333,335,338 62.9 373,856,438 466,301,338

資　　本　　金 3,388,418,998 30.5 3,305,583,412 31.2 3,236,297,676 32.2 82,835,586 69,285,736

(1) 資 本 金 3,388,418,998 30.5 3,305,583,412 31.2 3,236,297,676 32.2 82,835,586 69,285,736

剰　　余　　金 534,060,102 4.8 502,238,968 4.7 492,428,409 4.9 31,821,134 9,810,559

(1) 資 本 剰 余 金 267,844,121 2.4 267,844,121 2.5 267,844,121 2.7 0 0

補 助 金 197,418,334 1.8 197,418,334 1.8 197,418,334 2.0 0 0

工 事 負 担 金 18,341,280 0.1 18,341,280 0.2 18,341,280 0.2 0 0

受贈財産評価額 52,084,507 0.5 52,084,507 0.5 52,084,507 0.5 0 0

(2) 利 益 剰 余 金 266,215,981 2.4 234,394,847 2.2 224,584,288 2.2 31,821,134 9,810,559

減 債 積 立 金 58,171,865 0.5 72,462,966 0.7 74,963,828 0.7 ▲ 14,291,101 ▲ 2,500,862

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

3,922,479,100 35.3 3,807,822,380 35.9 3,728,726,085 37.1 114,656,720 79,096,295

11,095,972,214 100.0 10,607,459,056 100.0 10,062,061,423 100.0 488,513,158 545,397,633

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符号させるため微調整している。

負 債 資 本 合 計

資　本　合　計

▲ 118,696,666 ▲ 117,242,233

1.5

▲ 35.6 ▲ 3,656,587,361 ▲ 36.3

149,620,460161,931,881 1.5

▲ 3,773,829,594

46,112,235

▲ 3,892,526,260 ▲ 35.1

12,311,421

負　債　合　計

208,044,116

科　　  目
(Ａ）－ (Ｂ) (Ｂ）－ (Ｃ)

比　較　増　減平 成 30 年 度 平 成 29 年 度令 和 元 年 度

1.9

固　定　負　債

流　動　負　債

(2)
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別　表　３

令和元年度 平成30年度 平成29年度

一 日 平 均 配 水 量
一 日 最 大 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量
配 水 能 力

一 日 最 大 配 水 量
配 水 能 力

年 間 総 配 水 量
(１万円当り㎥) 有 形 固 定 資 産

年 間 総 有 収 水 量
年 間 総 配 水 量

給 水 収 益
年 間 総 有 収 水 量

年 間 総 有 収 水 量

職員１人当り 給 水 人 口
給 水 人 口 損 益 勘 定 所 属 職 員

職員１人当り 年 間 総 有 収 水 量
有 収 水 量 損 益 勘 定 所 属 職 員

営 業 収 益
損 益 勘 定 所 属 職 員

職員給与費対 職 員 給 与 費
料金収入比率 料 金 収 入

137.95

3,5983,550

81.8

156.07

81.8

145.80

88.383.7

77.0

91.9

4.6

経　　営　　分　　析　　表

項　　　　　目 算　　　　　　　　　　式

×100

4.9

（％） ×100 13.6 13.1

349,708

52,740

352,325

56,731

13.4

×100

3,613

352,734

52,969

施 設 利 用 率

×100有 収 率（％）

136.62

最 大 稼 働 率

（％）

（％）

職 員 １ 人 当 り
営業収益（千円）

（人）

（㎥）

供給単価（円銭）

（ １ ㎥ 当 り ）

（地方公営企業決算の状況の資料による）

86.1

77.2

89.6

5.1

81.9

145.32

139.31

76.6

86.8

負 荷 率（％）

（％） ×100

（ １ ㎥ 当 り ）

給水原価（円銭）

×10,000
固定資産使用効率

経常費用-(受託工事費+材料売却減価
+長期前受金戻入）
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別　表　４

令和元年度 平成30年度 平成29年度

当年度経常利益

期首総資本＋期末総資本

２

※総資本＝負債資本合計

総　　　　　収　　　　　益
総　　　　　費　　　　　用

営業収益－受託工事収益
営業費用－受託工事費用

固 定 資 産 固　　定　　資　　産

構 成 比 率 固定資産＋流動資産＋繰延資産

固 定 負 債 固　　定　　負　　債

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

自 己 資 本
資本金＋剰余金＋評価差額等

＋繰延収益

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

流　　動　　資　　産
流　　動　　負　　債

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

流　　動　　負　　債

固　　定　　資　　産
資本金＋剰余金＋評価差額等

＋繰延収益

固 定 資 産 対 固　　定　　資　　産

長期資本比率 資本金＋剰余金＋評価差額等
＋固定負債＋繰延収益

企 業 債 企　   　　業　　　  　債

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

現　　金　　預　　金
流　　動　　負　　債

総 収 支 比 率 （％） ×100

（％）

流 動 比 率

22.0

186.9

365.3

358.2

123.9

94.9

23.3

154.0

財　　務　　分　　析　　表

93.1

23.0

75.1

×100

×100

酸性試験比率
（当座比率）

352.1

（％）

（％） ×100

94.1

22.1

235.4

（％）固 定 比 率 121.4

×100

121.7

94.3

（注） 総収益 ＝ 事業収益、　総費用 ＝ 事業費用

現 金 比 率 （％） ×100 323.6

（％）

（％）

×100

×100

92.0

22.0

（％）

（％）

×100

×100

75.8

359.2

90.5

21.7

74.4

239.0

  項　　　　目 算　　　　出　　　　式

総資本利益率 （％） ×100 0.60.71.0

111.4112.2

営業収支比率 （％） ×100 87.995.0

117.3

99.9
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第１ 審 査 の 対 象 

令和元年度 三沢市立三沢病院事業会計 

 

第２ 審 査 の 期 間 

令和２年６月１日から令和２年７月３１日まで 

 

第３ 審 査 の 方 法 

令和元年度三沢市立三沢病院事業会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき 

１． 決算書類及び決算附属書類が関係法令等に基づいて作成されているか。 

２． 決算書類の計数は正確であるか。 

３． 事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。 

４． 事業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営しているか。 

等に重点をおき、関係者の説明を聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考にして

審査を実施した。 

 

第４ 審査の結果及び意見 

審査の結果、決算書類及び決算附属書類は関係法令等に基づいて作成され、その計数は正確

であり、当年度の事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた｡ 

当 年 度 の 総 収 支 は 、 病 院 事 業 収 益 ５ ， ７ ０ ０ ， ４ ６ ９ ， １ ０ ６ 円 、 病 院 事 業 費 用 

６，０４４，８６４，０７２円で、差し引き３４４，３９４，９６６円の純損失を生じている。これに 

前 年 度 ま で の 累 積 欠 損 金 ６ ， １ ５ ３ ， ８ ５ ３ ， ３ ５ ５ 円 を 加 え た 当 年 度 末 累 積 欠 損 金 は 

６，４９８，２４８，３２１円で、累積欠損金比率は１３６．８％で７．３ポイント増加している。 

 

なお、事業状況を前年度と比較すると 

１. 延患者数では、入院患者数で２．４％減少し、外来患者数で２．８％増加している。 
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２.  病 院 事 業 収 益 では、主 として医 業 収 益 のその他 医 業 収 益 で１１，２１７，５２４円

（４．７％）、医業外収益の長期前受金戻入で３９，４７５，２３７円（１１．９％）の減となっ 

 たが、医業収益の入 院 収 益 で１２，３７７，４４４円 （０．５％）、特別利益の過年度損益 

修正益で３４，７３６，７５５円（皆増）の増となったことにより、全体で３２，４６７，７６９円

（０．６％）の増 加 となっている。 

３． 病院事業費用では、主として医業費用の給与費で２４，０４３，５１０円（０．９％）、医業  

外費用の雑支出で２１，８７８，５４６円（１１．４％）の増となったが、医業費用の材料費で  

３７，９９２，８５４円（２．７％）、減価償却費で１９，９６６，３２７円（３．３％）の減となったことに

より、全体で３８，９９２，８９９円（０．６％）の減少となっている。 

４.  当年度純損失は３４４，３９４，９６６円で、昨年度に比べ７１，４６０，６６８円（１７．２％）の損

失の減少となっている。 

 

 

以上、当年度の医業収益については、昨年度とほぼ横ばいではあるが、その中身を見ると入

院患者数は２．４ポイント減少しているにもかかわらず、入院収益は０．５ポイント増しており、仮

に入院患者数を前年度並みに確保できたならば、さらに収益の増加が見込めたところである。 

上十三圏域の医師不足が顕著である中、救急医療や小児医療、周産期医療といった不採

算な医療のほかに、感染症対応など新たな負担も生じ、さらに厳しさを増す公立病院経営では

あるが、今後も増収に直結する医師確保について注力していただき、「質の高い医療ときめ細

やかなサービスを提供し、愛され信頼される病院」を目指し、健全経営になお一層努めていた

だきたい。 

なお、昨年度は７．９％であった資金不足比率が１２．９％とさらに悪化している現状について、

資金不足比率が１０％以上の公営企業は起債に際して、資金不足解消可能計画を策定した上

で県知事の許可が必要となるなど、資金調達にも制限が生じることで経営への影響が懸念され

る。資金不足比率については早急の改善を望むものである。 
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第５ 審 査 の 内 容 

１ 事 業 の 概 況 

（１）施設の状況 

当年度における診療部門は、診療科目１８科、病床数は一般病床２２０床（内地域包

括ケア病床５１床）となっている。 

（２）職員の状況 

当年度末における職員数は２６１人で、前年度に比較して４人増加している。内訳とし

ては、医師で２名、看護師で２名の増となっている。 

（３）施設の利用状況 

当年度診療実績は、延患者数１６２，３９３人で、前年度に比較して１，２８４人（０．８％）

増加している。 

 これを入院・外来別にみると、入院で１，４７２人（２．４％）の減、外来で２，７５６人 

（２．８％）の増となっている。 

  この内訳は、入院では、小児科で２６６人、泌尿器科で２２０人、歯科口腔外科で７２人の

増となったが、内科で１，３９２人、整形外科で３１９人、外科で３１１人、産婦人科で８人の

減となっている。また、外来では、放射線科で３５９人、内科で４５人、眼科で３６人、 

脳神経外科で２１人、形成外科で１３人の減となったが、整形外科で９８３人、小児科で 

７０７人、泌尿器科で５６７人、産婦人科で４３０人、皮膚科で３０５人、歯科口腔外科で 

２２７人、外科で６人、耳鼻咽喉科で５人の増となっている。 

 

利 用 患 者 状 況 調 

１日平均 病床数 病　床 １日平均
患 者 数 （一般） 利用率 患 者 数

人 人 床 ％ 人 人 人

66,029 100.0 180 220 82.0 99,349 100.0 409 165,378

28 64,428 97.6 177 220 80.2 95,830 96.5 394 160,258 96.9

29 65,519 99.2 180 220 81.6 96,938 97.6 397 162,457 98.2

30 62,486 94.6 171 220 77.8 98,623 99.3 404 161,109 97.4

元 61,014 92.4 167 220 75.8 101,379 102.0 419 162,393 98.2

27 100.0

年度
外　　　　来入　　　　　　　院 合　　計

延患者数 指数延患者数 指数 延患者数 指数

 
（注） １． 指数は平成２７年度を１００とした。 

２． １日平均患者数は、小数点以下を四捨五入している。 

 ※ 一般病床利用率 ＝ 
入 院 患 者 数 

×100 
一般病床数×年間日数 
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科 別 入 院 ・ 外 来 患 者 数 の 状 況 

（単位：人・床・％） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（注）  １．稼働日数：入院は元年度３６６日、３０年度３６５日 

外来は元年度２４２日、３０年度２４４日 

２．１日平均患者数は、小数点以下を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。 

 

 

（４）建設改良の状況 

   当年度における建設改良費の総額は１３４，７４３，４７６円で、その内訳は、心臓カテーテ

ル・機能評価支援システム整備事業費６０，９４０，０００円、営業設備費５４，４９８，７９２円 、

リース資産購入費１９，３０４，６８４円である。 

 

１日 １日

平均 平均

内 科 34,537 35,929 ▲ 1,392 ▲ 3.9 94 36,250 36,295 ▲ 45 ▲ 0.1 150

小 児 科 1,774 1,508 266 17.6 5 13,714 13,007 707 5.4 57

外 科 8,363 8,674 ▲ 311 ▲ 3.6 23 4,815 4,809 6 0.1 20

整 形 外 科 6,668 6,987 ▲ 319 ▲ 4.6 18 8,590 7,607 983 12.9 36

産 婦 人 科 5,107 5,115 ▲ 8 ▲ 0.2 14 8,589 8,159 430 5.3 35

泌 尿 器 科 4,243 4,023 220 5.5 12 10,222 9,655 567 5.9 42

皮 膚 科 - - - - - 6,283 5,978 305 5.1 26

眼 科 - - - - - 2,377 2,413 ▲ 36 ▲ 1.5 10

耳鼻咽喉科 - - - - - 1,053 1,048 5 0.5 4

脳神経外科 - - - - - 401 422 ▲ 21 ▲ 5.0 2

放 射 線 科 - - - - - 3,418 3,777 ▲ 359 ▲ 9.5 14

形 成 外 科 - - - - - 1,493 1,506 ▲ 13 ▲ 0.9 6

歯科口腔外科 322 250 72 28.8 1 4,174 3,947 227 5.8 17

計 61,014 62,486 ▲ 1,472 ▲ 2.4 167 101,379 98,623 2,756 2.8 419

増減 増減率元年度 元年度
区　分

入　　　　　　　　　　　　院 外　　　　　　　　　　　　来

30年度 増減 増減率 30年度
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２ 決 算 の 状 況 

（１）収益的収入及び支出 

予算額
Ａ

元年度決算額
Ｂ

３０年度決算額
Ｃ

増 減 額
Ｂ－Ｃ

増減率

予算額に
対する決
算額比率

円 円 円 円 ％ 　Ｂ/Ａ

6,126,489,000 5,721,253,246 5,686,370,913 34,882,333 0.6 93.4

医 業 収 益 5,217,086,000 4,768,409,075 4,765,240,779 3,168,296 0.1 91.4

医 業 外 収 益 831,289,000 839,993,121 867,750,407 ▲ 27,757,286 ▲ 3.2 101.0

特 別 利 益 78,114,000 112,851,050 53,379,727 59,471,323 111.4 144.5

6,168,522,000 6,059,098,295 6,096,001,018 ▲ 36,902,723 ▲ 0.6 98.2

医 業 費 用 5,888,933,000 5,795,561,123 5,812,907,739 ▲ 17,346,616 ▲ 0.3 98.4

医 業 外 費 用 274,589,000 263,537,172 257,496,391 6,040,781 2.3 96.0

特 別 損 失 5,000,000 0 25,596,888 ▲ 25,596,888 皆減 0.0

▲ 42,033,000 ▲ 337,845,049 ▲ 409,630,105 71,785,056 ▲ 17.5 ―

区　　　分

 病院事業収益

 病院事業費用

差　　　　引

％

  

（注）消費税及び地方消費税込み 

 

当年度の病院事業収益は５，７２１，２５３，２４６円で、予算額６，１２６，４８９，０００円に対して 

４０５，２３５，７５４円の収入減となり、収入率は９３．４％となっている。 

この収入減は、主として医業収益で４４８，６７６，９２５円の減によるものである。 

病院事業収益の内訳は、医業収益４，７６８，４０９，０７５円、医業外収益８３９，９９３，１２１円、 

特別利益１１２，８５１，０５０円となっている。また、前年度に比較して病院事業収益は 

３４，８８２，３３３円（０．６％）増加しており、この増加は、医業外収益で２７，７５７，２８６円の減と 

なったが、特別利益で５９，４７１，３２３円、医業収益で３，１６８，２９６円の増となったことによる 

ものである。   

一方、当年度の病院事業費用は６，０５９，０９８，２９５円で、予算額６，１６８，５２２，０００円に対

して１０９，４２３，７０５円の不用額となり、執行率は９８．２％となっている。 

この不用額は､主として医業費用で９３，３７１，８７７円の支出減によるものである。 

病院事業費用の内訳は、医業費用５，７９５，５６１，１２３円、医業外費用２６３，５３７，１７２円、

特別損失０円となっている。また、前年度に比較して病院事業費用は３６，９０２，７２３円（０．６％） 

減少しており、この減少は、医業外費用で６，０４０，７８１円の増となったが、特別損失で 

２５，５９６，８８８円、医業費用で１７，３４６，６１６円の減となったことによるものである。 

当年度の収益的収支は３３７，８４５，０４９円の純損失となっている。 
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（２）資本的収入及び支出 

予算額
Ａ

元年度決算額
Ｂ

３０年度決算額
Ｃ

増 減 額
Ｂ－Ｃ

増減率
予算額に

対する決

算額比率

円 円 円 円 ％ Ｂ/Ａ

267,527,000 264,820,000 339,315,000 ▲ 74,495,000 ▲ 22.0 99.0

企 業 債 12,000,000 10,000,000 148,000,000 ▲ 138,000,000 ▲ 93.2 83.3

出 資 金 153,527,000 153,527,000 151,315,000 2,212,000 1.5 100.0

補 助 金 102,000,000 101,293,000 40,000,000 61,293,000 153.2 　―

412,851,000 411,019,113 415,032,092 ▲ 4,012,979 ▲ 1.0 99.6

建 設 改 良 費 136,575,000 134,743,476 215,624,160 ▲ 80,880,684 ▲ 37.5 98.7

企業債償還金 276,276,000 276,275,637 199,407,932 76,867,705 38.5 100.0

▲ 145,324,000 ▲ 146,199,113 ▲ 75,717,092 ▲ 70,482,021 93.1 　―

区　　　分

 資本的収入

 資本的支出

差　　　　引

％

 

 （注）消費税及び地方消費税込み 

 

当年度の資本的収入は２６４，８２０，０００円で、予算額２６７，５２７，０００円に対して２，７０７，０００円

の収入減となり、収入率は９９．０％である。この収入減は、主として企業債で２，０００，０００円の減

によるものである。内訳は、企業債１０，０００，０００円、出資金１５３，５２７，０００円、補助金 

１０１，２９３，０００円となっている。 

また、前年度と比較すると、７４，４９５，０００円（２２．０％）減少しており、この減少は、補助金で 

６１，２９３，０００円、出資金で２，２１２，０００円の増となったが、企業債で１３８，０００，０００円の減とな

ったことによるものである。 

一方、当年度の資本的支出は４１１，０１９，１１３円で、予算額４１２，８５１，０００円に対して、 

１，８３１，８８７円の不用額となり、執行率は９９．６％となっている。この不用額は、主として建設改良 

費で１，８３１，５２４円の支出減によるものである。 内訳は、建設改良費１３４，７４３，４７６円、企業 

債償還金２７６，２７５，６３７円となっている。 

  また、前年度と比較すると、４，０１２，９７９円（１．０％）減少しており、この減少は、企業債償還金で

７６，８６７，７０５円の増となったが、建設改良費で８０，８８０，６８４円の減となったことによるものである。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額１４６，１９９，１１３円は、当年度分消費税及び 

地方消費税資本的収支調整額５６６，２９８円を補てんし、なお不足する額１４５，６３２，８１５円は一時

借入金で措置するものとしている。 
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３ 経 営 の 実 績 

（１）損益計算書   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（注）消費税及び地方消費税抜き 

 

（ア）  医業収益は４，７５１，６７０，０１０円で、前年度に比較して１，１５０，８６０円（０．０％）増

加しており、この増加は、その他医業収益で１１，２１７，５２４円(４．７％)、外来収益で  

９，０６０円（０．０％）の減となったが、入院収益で１２，３７７，４４４円（０．５％）の増となった

ことによるものである。 

（イ）  医業外収益は８３５，９４８，０４６円で、前年度に比較して２８，１５４，４１４円 (３．３％）

減少しており、この減少は、主として他会計負担金で２２，２８２，０００円（７．９％）の増と 

なったが、長期前受金戻入で３９，４７５，２３７円（１１．９％）、補助金で８，０５９，０００円 

（７４．１％）の減となったことによるものである。 

（ウ） 医業費用は５，６９２，７００，８９６円で、前年度に比較して２９，１７７，１８７円(０．５％）

減少しており、この減少は、主として給与費で２４，０４３，５１０円（０．９％）の増となったが、

材料費で３７，９９２，８５４円（２．７％）、減価償却費で１９，９６６，３２７円（３．３％）、研究 

研修費で ４，６６２，０１２円（２０．８％）の減となったことによるものである。 

元年度決算額
Ａ

３０年度決算額
Ｂ

増 減 額
Ａ－Ｂ

増減率

円 円 円 ％

5,700,469,106 5,668,001,337 32,467,769 0.6

医 業 収 益 4,751,670,010 4,750,519,150 1,150,860 0.0

医 業 外 収 益 835,948,046 864,102,460 ▲ 28,154,414 ▲ 3.3

特 別 利 益 112,851,050 53,379,727 59,471,323 111.4

6,044,864,072 6,083,856,971 ▲ 38,992,899 ▲ 0.6

医 業 費 用 5,692,700,896 5,721,878,083 ▲ 29,177,187 ▲ 0.5

医 業 外 費 用 352,163,176 336,382,000 15,781,176 4.7

特 別 損 失 0 25,596,888 ▲ 25,596,888 皆減

▲ 941,030,886 ▲ 971,358,933 30,328,047 ▲ 3.1

▲ 457,246,016 ▲ 443,638,473 ▲ 13,607,543 3.1

▲ 344,394,966 ▲ 415,855,634 71,460,668 ▲ 17.2

6,153,853,355 5,737,997,721 415,855,634 7.2

6,498,248,321 6,153,853,355 344,394,966 5.6

区　　　分

　病 院 事 業 収 益

　病 院 事 業 費 用

当年度未処理欠損金

前 年 度 繰 越 欠 損 金

総 収 支

医 業 収 支

経 常 収 支



- 26 - 

（エ） 医業外費用は３５２，１６３，１７６円で前年度に比較して１５，７８１，１７６円（４．７％） 

増加している。この増加は、主として雑支出の増によるものである。 

 

（オ） 特別利益は、１１２，８５１，０５０円で、前年度に比較して５９，４７１，３２３円(１１１．４％) 

増加している。この増加は、主として過年度損益修正益の増によるものである。 

 

（カ） 特別損失は０円で、前年度に比較して２５，５９６，８８８円（皆減）減少している。この減少 

   は、主として過年度損益修正損の減によるものである。 

 

（キ） 医業収益から医業費用を差し引いた医業収支は９４１，０３０，８８６円の損失となってお                      

り、前年度に比較して３０，３２８，０４７円（３．１％）損失が減少している。 

 

（ク） 医業収益及び医業外収益から医業費用及び医業外費用を差し引いた経常収支は 

４５７，２４６，０１６円の損失となっており、前年度に比較して１３，６０７，５４３円（３．１％）

損失が増加している。 

 

 （ケ） 病院事業収益から病院事業費用を差し引いた総収支は３４４，３９４，９６６円の純損失と

なっており、前年度に比較して７１，４６０，６６８円（１７．２％）損失が減少している。 

 

 

（２）剰余金・欠損金計算書及び欠損金処理計算書 

 

（ア） 資本剰余金 

資本剰余金は９７，２４７，８１４円で、前年度と同額である。 

 

（イ） 欠損金計算書及び欠損金処理 

当年度の未処理欠損金は６，４９８，２４８，３２１円となっている。これは、前年度末 

未処理欠損金残高６，１５３，８５３，３５５円と当年度の純損失３４４，３９４，９６６円の 

合計額である。この未処理欠損金６，４９８，２４８，３２１円は翌年度繰越となっている。 
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４  財 政 状 況 

（１）貸借対照表 

 当年度における資産合計及び負債資本合計は、それぞれ９，７５５，５４３，９１６円で、 

前年度に比較して５０５，０８９，０５１円（４．９％）減少している。 

 

（ア） 資  産 

当年度における資産合計は９，７５５，５４３，９１６円で、前年度に比較して５０５，０８９，０５１円  

（４．９％）減少している。 

この減少は、主として流動資産の未収金のうち医業未収金で３５，７９３，４９２円（５．２％）

の増となったが、固定資産の有形固定資産のうち建物で２４０，３４５，７６９円（３．３％）、 

器具備品で１８２，２００，２３１円（１８．３％）、流動資産の未収金のうちその他未収金で 

４０，０００，０００円（皆減）、固定資産の投資その他の資産のうち長期前払消費税で     

２７，４７６，１９２円（１０．０％）の減となったことによるものである。 

 

（イ） 負  債 

  当年度における負債合計は１０，６９９，０９１，３８９円で、前年度に比較して３１４，２２１，０８５円 

（２．９％）減少している。 

この減少は、主として流動負債の一時借入金で２３０，０００，０００円（３３．８％）、繰延収益

の長期前受金で１０１，２９３，０００円（１．２％）の増となったが、固定負債の企業債で 

２９６，４６７，７９２円（６．３％）、繰延収益の長期前受金収益化累計額で２９１，５７８，３６９円

（６．５％）、固定負債の引当金で７８，１１４，２９５円（１４．３％）の減となったことによるもので 

ある。 

 

（ウ） 資  本 

   当年度における資本合計は９４３，５４７，４７３円のマイナスであり、前年度との比較で 

は 1９０，８６７，９６６円（２５．４％）減少している。 

この減少は、資本金で１５３，５２７，０００円（２．９％）の増となったが、剰余金の欠損金のう

ち当年度未処理欠損金で３４４，３９４，９６６円（５．６％）の減となったことによるものである。 

 

（２）資金収支 

当年度の受入資金総額１４，７５１，６６５，２２４円に対して、支払資金総額は、１４，７３４，５８６，６１７円  

で、資金残高は１７，０７８，６０７円であり、普通預金及び現金として保管されている。 



５　経　営　分　析

円 円 円

当たり診療収入
看護部門 68,267 69,440 67,913

円 円 円

注　射 3,725 3,601 3,754

合　計 4,825 4,882 5,067

元  年  度

1,100

（ア）病床利用率は７５．８ ％で、前年度に比較して２．０ポイント下回っている。

　　　１８１円の減、注射は１２４円の増となっている。

（ウ）患者１人１日当たりの薬品費は投薬１，１００円、注射３，７２５円で、前年度に比較して投薬は

81.6％

２９  年  度

病　床　利　用　率

２９  年  度

528,538

項　　　目

（イ）職員１人１日当たりの診療収入は医師５０３，４７２円、看護部門６８，２６７円で、前年度に比較

職 員 １ 人 １ 日

３０  年  度

77.8％

３０  年  度

549,207

75.8％

      して医師は４５，７３５円、看護部門は１，１７３円の減となっている。

項　　　目 ２９  年  度

.

1,313

患 者 １ 人 １ 日
当 た り 薬 品 費

項　　　目

医　　師

３０  年  度

投　薬 1,281

元  年  度

503,472

元  年  度
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６　財　務　分　析

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

自己資本構成比率 32.4％ 34.5％ 38.4％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

流　動　比　率 46.7％ 55.9％ 70.7％

    

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

総 収 支 比 率 94.3％ 93.2％ 94.4％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

医 業 収 支 比 率 83.5％ 83.0％ 84.1％

項　　　目 元  年  度 ３０  年  度 ２９  年  度

企業債構成比率 48.0％ 48.2％ 46.8％

（ア）自己資本構成比率は３２．４ ％で、前年度に比較して２．１ポイント下回っている。

（イ）流動比率は４６．７％で、前年度に比較して９．２ポイント下回っている。

（ウ）総収支比率は９４．３％で、前年度に比較して１．１ ポイント上回っている。

（エ）医業収支比率は８３．５％で、前年度に比較して０．５ポイント上回っている。

（オ）企業債構成比率は４８．０％で、前年度に比較して０．２ポイント下回っている。
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別 表 （ 病 院 事 業 会 計 ） 

 

別 表 １  比較損益計算書 

別 表 ２  比較貸借対照表 

別 表 ３  経営分析表 

別 表 ４  財務分析表 

 



 



金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(Ａ) 比率 (Ｂ) 比率 (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

4,751,670,010 83.4 4,750,519,150 83.8 4,765,983,323 83.9 1,150,860 ▲ 15,464,173

(1)入 院 収 益 2,648,108,438 46.5 2,635,730,994 46.5 2,730,371,904 48.1 12,377,444 ▲ 94,640,910

(2)外 来 収 益 1,774,390,132 31.1 1,774,399,192 31.3 1,706,702,700 30.0 ▲ 9,060 67,696,492

(3)他 会 計 負 担 金 103,455,000 1.8 103,455,000 1.8 85,506,000 1.5 0 17,949,000

(4)そ の 他 医 業 収 益 225,716,440 4.0 236,933,964 4.2 243,402,719 4.3 ▲ 11,217,524 ▲ 6,468,755

835,948,046 14.6 864,102,460 15.3 849,686,628 14.9 ▲ 28,154,414 14,415,832

(1)他 会 計 補 助 金 183,218,000 3.2 186,010,000 3.3 182,381,000 3.2 ▲ 2,792,000 3,629,000

(2)他 会 計 負 担 金 304,106,000 5.3 281,824,000 5.0 231,896,000 4.1 22,282,000 49,928,000

(3)補 助 金 2,820,000 0.1 10,879,000 0.2 11,392,000 0.2 ▲ 8,059,000 ▲ 513,000

(4)患 者 外 給 食 収 益 980,259 0.0 1,240,459 0.0 1,416,591 0.0 ▲ 260,200 ▲ 176,132

(5)その他医業外収益 53,245,418 0.9 53,095,395 0.9 51,520,008 0.9 150,023 1,575,387

(6)長 期 前 受 金 戻 入 291,578,369 5.1 331,053,606 5.9 371,081,029 6.5 ▲ 39,475,237 ▲ 40,027,423

112,851,050 2.0 53,379,727 0.9 65,255,217 1.2 59,471,323 ▲ 11,875,490

(1)過年度損益修正益 34,736,755 0.6 0 0.0 0 0.0 34,736,755 0

(2)そ の 他 特 別 利 益 78,114,295 1.4 53,379,727 0.9 65,255,217 1.2 24,734,568 ▲ 11,875,490

5,700,469,106 100.0 5,668,001,337 100.0 5,680,925,168 100.0 32,467,769 ▲ 12,923,831

5,692,700,896 94.2 5,721,878,083 94.1 5,667,069,575 94.2 ▲ 29,177,187 54,808,508

(1)給 与 費 2,600,844,906 43.0 2,576,801,396 42.3 2,578,671,395 42.9 24,043,510 ▲ 1,869,999

(2)材 料 費 1,351,503,150 22.4 1,389,496,004 22.8 1,358,247,601 22.6 ▲ 37,992,854 31,248,403

(3)経 費 1,138,996,159 18.8 1,129,347,998 18.6 1,092,194,207 18.1 9,648,161 37,153,791

(4)運 営 審 議 会 費 436,201 0.0 128,830 0.0 101,010 0.0 307,371 27,820

(5)減 価 償 却 費 580,472,106 9.6 600,438,433 9.9 614,869,306 10.2 ▲ 19,966,327 ▲ 14,430,873

(6)資 産 減 耗 費 2,659,988 0.1 3,215,024 0.1 2,989,014 0.1 ▲ 555,036 226,010

(7)研 究 研 修 費 17,788,386 0.3 22,450,398 0.4 19,997,042 0.3 ▲ 4,662,012 2,453,356

352,163,176 5.8 336,382,000 5.5 344,407,699 5.7 15,781,176 ▲ 8,025,699

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

96,276,870 1.6 99,686,654 1.6 101,088,437 1.7 ▲ 3,409,784 ▲ 1,401,783

(2)
長 期 前 払 消 費 税
勘 定 償 却 38,384,786 0.6 40,936,567 0.7 53,377,630 0.9 ▲ 2,551,781 ▲ 12,441,063

(3)雑 支 出 214,405,655 3.5 192,527,109 3.1 188,027,646 3.1 21,878,546 4,499,463

(4)その他医業外費用 3,095,865 0.1 3,231,670 0.1 1,913,986 0.0 ▲ 135,805 1,317,684

特　別　損　失 0 0.0 25,596,888 0.4 6,301,645 0.1 ▲ 25,596,888 19,295,243

(1)過年度損益修正損 0 - 20,596,898 0.3 4,095 0.0 ▲ 20,596,898 20,592,803

(2)そ の 他 特 別 損 失 0 - 4,999,990 0.1 4,999,996 0.1 ▲ 4,999,990 ▲ 6

(3)退 職 給 付 金 0 - 0 0.0 1,297,554 0.0 0 ▲ 1,297,554

6,044,864,072 100.0 6,083,856,971 100.0 6,017,778,919 100.0 ▲ 38,992,899 66,078,052

▲ 941,030,886 － ▲ 971,358,933 － ▲ 901,086,252 － 30,328,047 ▲ 70,272,681

▲ 457,246,016 － ▲ 443,638,473 － ▲ 395,807,323 － ▲ 13,607,543 ▲ 47,831,150

▲ 344,394,966 － ▲ 415,855,634 － ▲ 336,853,751 － 71,460,668 ▲ 79,001,883

6,153,853,355 － 5,737,997,721 － 5,401,143,970 － 415,855,634 336,853,751

6,498,248,321 － 6,153,853,355 － 5,737,997,721 － 344,394,966 415,855,634

　（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

別　表　１

比　較　損　益　計　算　書

平 成 30 年 度

科　　  目

比　較　増　減平 成 29 年 度

(Ｂ) - (Ｃ)

令 和 元 年 度

 (Ａ)- (Ｂ)

当年度未処理欠損金

（病院事業費用計）

前 年 度 繰 越 欠 損 金

経 常 収 支

総 収 支

医 業 外 費 用

医 業 収 支

（病院事業収益計）

医　業　収　益

特　別　利　益

医　業　費　用

医 業 外 収 益
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (Ｂ) 比率  (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

8,947,312,328 91.7 9,433,905,726 91.9 9,856,520,356 92.3 ▲ 486,593,398 ▲ 422,614,630

(1)有 形 固 定 資 産 8,701,104,902 89.2 9,160,222,108 89.2 9,557,392,391 89.5 ▲ 459,117,206 ▲ 397,170,283

土 地 548,141,495 5.7 548,141,495 5.3 548,141,495 5.1 0 0

建 物 7,069,549,574 72.5 7,309,895,343 71.2 7,550,241,112 70.7 ▲ 240,345,769 ▲ 240,345,769

構 築 物 159,625,943 1.6 185,518,591 1.8 211,411,239 2.0 ▲ 25,892,648 ▲ 25,892,648

機 械 装 置 70,744,007 0.7 79,328,006 0.8 87,912,005 0.8 ▲ 8,583,999 ▲ 8,583,999

車 両 65,650 0.0 153,729 0.0 365,120 0.0 ▲ 88,079 ▲ 211,391

器 具 備 品 811,282,231 8.3 993,482,462 9.7 1,120,000,498 10.5 ▲ 182,200,231 ▲ 126,518,036

リ ー ス 資 産 41,696,002 0.4 43,702,482 0.4 39,320,922 0.4 ▲ 2,006,480 4,381,560

(2) 投資その他の資産 246,207,426 2.5 273,683,618 2.7 299,127,965 2.8 ▲ 27,476,192 ▲ 25,444,347

長期前払消費税 246,207,426 2.5 273,683,618 2.7 299,127,965 2.8 ▲ 27,476,192 ▲ 25,444,347

808,231,588 8.3 826,727,241 8.1 819,551,548 7.7 ▲ 18,495,653 7,175,693

(1)現 金 預 金 17,078,607 0.2 26,636,921 0.3 28,302,662 0.3 ▲ 9,558,314 ▲ 1,665,741

(2)未 収 金 702,622,680 7.2 715,332,009 7.0 700,451,971 6.6 ▲ 12,709,329 14,880,038

医 業 未 収 金 719,632,411 7.4 683,838,919 6.7 708,160,159 6.7 35,793,492 ▲ 24,321,240

医 業 外 未 収 金 11,376,751 0.1 19,952,127 0.2 20,750,849 0.2 ▲ 8,575,376 ▲ 798,722

そ の 他 未 収 金 0 0.0 40,000,000 0.4 0 0.0 ▲ 40,000,000 40,000,000

貸 倒 引 当 金 ▲ 28,386,482 ▲ 0.3 ▲ 28,459,037 ▲ 0.3 ▲ 28,459,037 ▲ 0.3 72,555 0

(3)貯 蔵 品 88,233,229 0.9 84,461,239 0.8 90,499,843 0.8 3,771,990 ▲ 6,038,604

(4)その他流動資産 297,072 0.0 297,072 0.0 297,072 0.0 0 0

9,755,543,916 100.0 10,260,632,967 100.0 10,676,071,904 100.0 ▲ 505,089,051 ▲ 415,438,937

平 成 29 年 度
科　　  目

(Ａ) - (Ｂ) (Ｂ) - (Ｃ)

平 成 30 年 度 比　較　増　減令 和 元 年 度

資　産　合　計

固　定　資　産

流　動　資　産

別　表　２

比　較　貸　借　対　照　表
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

固　定　負　債 4,867,497,330 49.9 5,241,122,305 51.1 5,421,465,757 50.8 ▲ 373,624,975 ▲ 180,343,452

(1)企 業 債 4,374,451,853 44.8 4,670,919,645 45.6 4,799,195,282 45.0 ▲ 296,467,792 ▲ 128,275,637

建設改良等企業債 4,374,451,853 44.8 4,670,919,645 45.6 4,799,195,282 45.0 ▲ 296,467,792 ▲ 128,275,637

(2)リ ー ス 債 務 26,379,010 0.3 25,421,898 0.2 24,109,986 0.2 957,112 1,311,912

(3)引 当 金 466,666,467 4.8 544,780,762 5.3 598,160,489 5.6 ▲ 78,114,295 ▲ 53,379,727

退職給付引当金 466,666,467 4.8 544,780,762 5.3 598,160,489 5.6 ▲ 78,114,295 ▲ 53,379,727

流　動　負　債 1,729,587,283 17.7 1,479,898,024 14.4 1,159,399,269 10.8 249,689,259 320,498,755

(1)一 時 借 入 金 910,000,000 9.3 680,000,000 6.6 470,000,000 4.4 230,000,000 210,000,000

(2)企 業 債 306,467,792 3.1 276,275,637 2.7 199,407,932 1.9 30,192,155 76,867,705

建設改良等企業債 306,467,792 3.1 276,275,637 2.7 199,407,932 1.9 30,192,155 76,867,705

(3)リ ー ス 債 務 15,409,788 0.2 18,280,584 0.2 15,210,936 0.1 ▲ 2,870,796 3,069,648

(4)未 払 金 325,280,064 3.3 337,570,780 3.3 334,989,198 3.1 ▲ 12,290,716 2,581,582

医 業 未 払 金 321,772,864 3.3 335,653,680 3.3 333,477,398 3.1 ▲ 13,880,816 2,176,282

未 払 消 費 税 3,507,200 0.0 1,917,100 0.0 1,511,800 0.0 1,590,100 405,300

そ の 他 未 払 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0

(5)引 当 金 148,361,389 1.6 142,989,858 1.4 115,764,710 1.1 5,371,531 27,225,148

賞 与 引 当 金 124,066,908 1.3 120,063,903 1.2 115,764,710 1.1 4,003,005 4,299,193

法定福利費引当金 24,294,481 0.3 22,925,955 0.2 0 - 1,368,526 22,925,955

(6)その他流動負債 24,068,250 0.2 24,781,165 0.2 24,026,493 0.2 ▲ 712,915 754,672

繰　延　収　益 4,102,006,776 42.1 4,292,292,145 41.8 4,583,345,751 42.9 ▲ 190,285,369 ▲ 291,053,606

(1)長 期 前 受 金 8,853,166,140 90.8 8,751,873,140 85.3 8,711,873,140 81.6 101,293,000 40,000,000

(2)
長期前受金収益化
累 計 額

▲ 4,751,159,364 ▲ 48.7 ▲ 4,459,580,995 ▲ 43.5 ▲ 4,128,527,389 ▲ 38.7 ▲ 291,578,369 ▲ 331,053,606

10,699,091,389 109.7 11,013,312,474 107.3 11,164,210,777 104.5 ▲ 314,221,085 ▲ 150,898,303

5,457,453,034 55.9 5,303,926,034 51.7 5,152,611,034 48.3 153,527,000 151,315,000

(1)資 本 金 5,457,453,034 55.9 5,303,926,034 51.7 5,152,611,034 48.3 153,527,000 151,315,000

▲ 6,401,000,507 ▲ 65.6 ▲ 6,056,605,541 ▲ 59.0 ▲ 5,640,749,907 ▲ 52.8 ▲ 344,394,966 ▲ 415,855,634

(1)資 本 剰 余 金 97,247,814 1.0 97,247,814 1.0 97,247,814 0.9 0 0

寄 附 金 9,247,814 0.1 9,247,814 0.1 9,247,814 0.1 0 0

補 助 金 88,000,000 0.9 88,000,000 0.9 88,000,000 0.8 0 0

(2)欠 損 金 6,498,248,321 66.6 6,153,853,355 60.0 5,737,997,721 53.7 344,394,966 415,855,634

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

6,498,248,321 66.6 6,153,853,355 60.0 5,737,997,721 53.7 344,394,966 415,855,634

▲ 943,547,473 ▲ 9.7 ▲ 752,679,507 ▲ 7.3 ▲ 488,138,873 ▲ 4.5 ▲ 190,867,966 ▲ 264,540,634

9,755,543,916 100.0 10,260,632,967 100.0 10,676,071,904 100.0 ▲ 505,089,051 ▲ 415,438,937

平 成 29 年 度

科　　  目
(Ａ) - (Ｂ) (Ｂ) - (Ｃ)

比　較　増　減平 成 30 年 度令 和 元 年 度

負 債 資 本 合 計

負　債　合　計

資　　本　　金

剰　　余　　金

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

資　本　合　計
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令和元年度 平成30年度 平成29年度

(％) 75.8 77.8 81.6

167 171 180

患 419 404 397

166.2 157.8 148.0

者 入　院 6.9 7.8 7.8

外　来 17.5 18.4 17.3

数 入　院 0.9 1.0 1.0

外　来 2.4 2.3 2.2

患者１人１日当たり
43,402 42,181 41,673

診　療　収　入
17,503 17,992 17,606

職員１人１日当たり
503,472 549,207 528,538

診　療　収　入
68,267 69,440 67,913

1,100 1,281 1,313

(円) 3,725 3,601 3,754

4,825 4,882 5,067

110.0 109.4 100.0

(％) 101.5 101.7 100.0

103.4 103.7 100.0

40.1 39.5 39.6

(％) 16.5 16.6 17.3

12.0 12.7 11.2

33.5 32.8 33.3

(％) 13.8 13.7 14.5

10.0 10.5 9.4

(円)
医　　　　　師

看　護　部　門
入

患者１人１日当たり
薬　品　費

   （地方公営企業決算の状況の資料による） 

計

投　 　 　　薬

医業費用に対する割合

職 員 給 与 費

薬 品 費

その他医療材料費

　
用

薬 品 使 用 効 率

投　 　 　　薬

注　  　　　射

医業収益に対する割合

職 員 給 与 費

薬 品 費

その他医療材料費

入　　　　　院

外　　　　　来

１ 日 平 均 患 者 数 (人)

(円)

職員１人１日当たり
患　者　数

経　　営　　分　　析　　表

(人)

別　表　３

項　　　　　　　　　　目

病 床 利 用 率 一　　　　　般

入　　　　　院

費
注　  　　　射

計

入 院 外 来 比 率 （ ％ ）

医　　師

看護部門

収

外　　　　　来
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別　表　４

令和元年度 平成30年度 平成29年度

当年度経常利益

期首総資本＋期末総資本

２ 

※総資本＝負債資本合計

総　　　　　収　　　　　益
総　　　　　費　　　　　用

医　　　業　　　収　　　益
医　　　業　　　費　　　用

固 定 資 産 固　　　定　　　資　　　産

構 成 比 率 固定資産＋流動資産＋繰延資産

自 己 資 本 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

構 成 比 率 負　　債　　資　　本　　合　　計

流　　　動　　　資　　　産
流　　　動　　　負　　　債

現 金 預金 ＋（ 未収 金－ 貸倒 引当 金）
流　　　動　　　負　　　債

固　　　定　　　資　　　産
資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固　　　定　　　資　　　産
資本金＋剰余金＋評価差額等

＋固定負債＋繰延収益

企 業 債 企　　　　　業　　　　　債

構 成 比 率 負　　債　　資　　本　　合　　計

現　　　金　　　預　　　金
流　　　動　　　負　　　債

流 動 負 債 － 建 設 改 良 等 企 業 債 -
（ 流 動 資 産 － 翌 年 度 繰 越 財 源 ）

不　　　良　　　債　　　務
医　　　業　　　収　　　益

累　　積　　欠　　損　　金
医　　　業　　　収　　　益

　一　般　会　計　か　ら　の　繰　入　金　（円） 744,306,000 722,604,000 710,137,000

 （注）総収益 ＝ 病院事業収益、　総費用 ＝ 病院事業費用

財　　務　　分　　析　　表

項　　　　　目 算　　　　　出　　　　　式

総 収 支 比 率 （％） ×100

医 業 収 支 比 率 （％） ×100

×100

94.4

84.1

総 資 本 利 益 率 （％）

（％）

×100（％） 92.3

38.4

91.7

32.4

×100 70.746.7

×100

▲ 3.6▲ 4.6

94.3

83.5

▲ 4.2

93.2

83.0

91.9

34.5

55.9

現 金 比 率 （％）

流 動 比 率 （％）

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

（％）

酸 性 試 験 比 率
（ 当 座 比 率 ）

（％）

（％）

固 定 比 率 （％）

累積欠損金比率 （％） ×100

累 積 欠 損 金 （円） 前 年 度 繰 越 欠 損 金 － 当 年 度 純 利 益

不 良 債 務 比 率

不 良 債 務 （円）

（％）

×100

2.4

5,737,997,721

120.4136.8

×100

×100

1.0

614,887,903

12.9

6,498,248,321

140,439,789

1.8

376,895,146

7.9

6,153,853,355

129.5

2.9

41.6

283.3

111.5

×100

46.8

50.1

266.5

107.4

48.2

62.9

240.7

103.6

×100 48.0

×100
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令 和 元 年 度 

 

三 沢 市 公 営 企 業 会 計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 



 



－35－ 

三 監 発 第 ４ ７ 号 

令 和 ２年 ８月 ２０日 

 

三沢市長 小檜山 吉紀 様  

 

 

三沢市監査委員 中野渡    進 

三沢市監査委員 馬 場 騎 一 
 

 

令和元年度経営健全化審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規

定に基づき審査に付された、令和元年度資金不足比率及びその算

定の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果、次のとお

り意見を提出します。 

 

 

 



－36－ 

令和元年度三沢市水道事業会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

（１）審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

（２）審査の期間 

令和２年８月３日から令和２年８月１４日まで 

 

 

（３）審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼と

して実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名   令 和 元 年 度 平成３０年度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    －  （％）    －  （％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

（２）個別意見 

令和元年度において資金不足は生じていないが、中長期的経営計画に基づく経営運営

を行い、今後も資金不足とならない財政運営を望むものである。 

 



－37－ 

令和元年度三沢市立三沢病院事業会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

（１）審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

（２）審査の期間 

令和２年８月３日から令和２年８月１４日まで 

 

 

（３）審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼と

して実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名   令 和 元 年 度 平成３０年度 経営健全化基準 

① 資金不足比率  １２．９（％）   ７．９（％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

（２）個別意見 

令和元年度においても資金不足が生じていることから、入院・外来収益を始めとした

医業収益の更なる安定的確保に努め、早期に資金不足を解消するよう健全な財政運営を

望むものである。 

 

 



 


